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はじめに

平成 14 年 7 月 12 日法律第 85 号（建築基準法等の一部を改正する法律）により、建築基準法

第 28 条の 2 として、「居室を有する建築物は、その居室内において政令で定める化学物質の発

散による衛生上の支障がないよう、建築材料及び換気設備について政令で定める技術的基準に適

合するものとしなければならない。」との条文が追加されました。

　また、平成 14 年 12 月 26 日には、政令第 393 号（建築基準法施行令の一部を改正する政令）

により建築基準法施行令が改正されると共に、国土交通省告示第 1113号、第 1114号及び第 1115

号が公布されました。さらに平成 15年 4月 1日には告示が改正されました

　これらの施行令及び告示では、建築基準法第 28 条の 2 の規定に基づき、シックハウス対策の

ための規制対象となる化学物質並びに建築材料及び換気設備に係る技術的基準が定められました。

　施行令では、告示で定められた内装材を居室に用いる場合、居室の種類、居室の換気条件及び

内装材からのホルムアルデヒド発散速度に応じ、次の 3つの基準が示されました。

（１）ホルムアルデヒドの発散速度≦0.005ｍｇ/㎡ｈ

内装に制限なく使用可

（２）0.005ｍｇ/㎡ｈ＜ホルムアルデヒドの発散速度≦0.12ｍｇ/㎡ｈ

第 2種又は第 3種ホルムアルデヒド発散建築材料：内装の使用面積を制限

（３）0.12ｍｇ/㎡ｈ＜ホルムアルデヒドの発散速度

　　　第 1種ホルムアルデヒド発散建築材料：内装に使用禁止

　また、告示では建築用仕上塗材のうち、内装薄塗材Ｅ、内装厚塗材Ｅ、軽量塗材、複層塗材Ｅ

及び防水形複層塗材Ｅの 5 種類においてユリア樹脂、メラミン樹脂、フェノール樹脂、レゾルシ

ノール樹脂又はホルムアルデヒド系防腐剤を使用したものが第 1 種ホルムアルデヒド発散建築材

料とされました。

　一方、JIS A 6909（建築用仕上塗材）は 2003 年 3 月 20 日に改正され、「内装用の仕上塗材

には、ユリア樹脂、メラミン樹脂、フェノール樹脂、レゾルシノール樹脂及びホルムアルデヒド

系防腐剤のいずれをも使用してはならない。」との品質規定が追加され、包装・容器等にホルム

アルデヒド放散等級としてＦ☆☆☆☆マークを表示することが義務付けられました。

したがって、改正 JIS（JIS A 6909-2003）に基づく JIS 及びＦ☆☆☆☆マーク表示製品は、告

示の第 1 種ホルムアルデヒド発散建築材料から除外されて、居室に制限なく使用できることとな

ります。

　その場合、JIS 表示品以外の塗材にはＦ☆☆☆☆マークが表示できませんので、日本建築仕上

材工業会では、「ユリア樹脂、メラミン樹脂、フェノール樹脂、レゾルシノール樹脂及びホルム

アルデヒド系防腐剤のいずれをも使用していない JIS A 6909表示品以外の塗材」を対象として、

自主的にホルムアルデヒド放散等級Ｆ☆☆☆☆マークの表示を行う制度を発足し、ここにガイド

ラインを作成致しました。

平成１５年４月１日
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１． 建築基準法関係シックハウス対策技術的基準の概要

平成14年7月12日法律第85号（建築基準法等の一部を改正する法律）により、建築基準法に第

28条の2が追加され、平成15年7月1日から施行されます。

（居室内における化学物質の発散に対する衛生上の措置）

第二十八条の二　居室を有する建築物は、その居室内において政令で定める化学物質の発散

による衛生上の支障がないよう、建築材料及び換気設備について政令で定める技術的基準に

適合するものとしなければならない。

　これを受け、技術的基準として平成14年12月26日に政令第393号「建築基準法施行令の一部を

改正する政令」が公布されると共に、国土交通省告示第1113号~第1115号（平成15年4月1日改

正）により、それぞれ第一種、第二種及び第三種のホルムアルデヒド発散建築材料が定められま

した。また、これらの関連として平成15年3月20日にはJIS A 6909（建築用仕上塗材）が改正さ

れました。これらの主な内容は、以下のとおりです。

1.1　建築基準法施行令関連

1)  規制対象物質（令第20条の4）

　  政令で定める化学物質は、クロルピリホス及びホルムアルデヒド。

2)  クロルピリホスに関する建築材料の規制（令第20条の5第1項第1号及び第2号）

　  クロルピリホスを添加した建築材料の使用禁止。

ただし、クロルピリホスが添加された建築材料のうち、建築物の部分として5年以上使用

し

たものは除外。（告示第1112号）

3)  ホルムアルデヒドに関する建築材料及び換気設備の規制

(1) 内装の仕上げの制限〔令第20条の5(第1項第1号及び第2号以外)〕

①建築材料の区分〔令第20条の5第1項第3号[第1種]、第4号[第2種、第3種]、第2項~第4

項

[認定]、告示第1113号[第1種]、告示第1114号[第2種]、告示第1115号[第3種]〕

告示で定める建築材料ホルムアルデヒド

の発散速度(※1) 名　称 規格との関連

大臣認定を受けた建築

材料

内装の仕上

げの制限

0.005mg/㎡h以下 ̶
検討

中の上位規格

第20条の5第4項の認
定

制限なし

0.005mg/㎡h超
0.02 mg/㎡h以下

第３種ﾎﾙﾑｱ

ﾙﾃﾞﾋﾄﾞ発散

建築材料

第20条の5第3項の認
定(第3種ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ発
散建築材料とみなす)

0.02 mg/㎡h超
0.12 mg/㎡h以下

第２種ﾎﾙﾑｱ

ﾙﾃﾞﾋﾄﾞ発散

建築材料

第20条の5第2項の認
定(第2種ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ発
散建築材料とみなす)

使用面積を

制限

0.12 mg/㎡h超
第１種ﾎﾙﾑｱ

ﾙﾃﾞﾋﾄﾞ発散

建築材料 無等級

使用禁止

※１　測定条件：温度28℃、相対湿度50%、ホルムアルデヒド濃度0.1mg/ｍ３(＝指針値)
※２　建築物の部分に使用して5年経過したものについては、制限なし。

②第１種ホルムアルデヒド発散建築材料の使用禁止（令第20条の5第1項第3号）
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第１種ホルムアルデヒド発散建築材料については、居室の内装の仕上げへの使用を禁止。

※「居室」には、常時開放された開口部を通じて居室と相互に通気が確保される廊下が

含まれる。

※「内装」とは、壁、床及び天井（天井が無い場合は屋根）とこれらの開口部に設ける

建具（戸等）の室内に面する部分であるが、回り縁、窓台等の部分を除く面的な部

分を対象。

③第2種・第3種ホルムアルデヒド発散建築材料の使用面積の制限（令第20条の5第1項第4

号）

第2種ホルムアルデヒド発散建築材料及び第3種ホルムアルデヒド発散建築材料につい

ては、次の式を満たすように、居室の内装仕上げの使用面積を制限。

Ｎ２Ｓ２＋Ｎ３Ｓ３≦ Ａ

Ｎ２：次の表の(一)の欄の数値
Ｎ３：次の表の(二)の欄の数値
Ｓ２：第２種ホルムアルデヒド発散建築材料の使用面積

Ｓ３：第３種ホルムアルデヒド発散建築材料の使用面積

Ａ ：居室の床面積

居室の種類 換気 (一) (二)
住宅等の居室(※1) 0.7回/h以上(※２) 1.2 0.20

その他(0.5回/h以上0.7回/h未満)(※2) 2.8 0.50

住宅等の居室以外の 0.7回/h以上(※２) 0.88 0.15

居室 0.5回/h以上0.7回/h未満(※２) 1.4 0.25

その他(0.3回/h以上0.5回/h未満)(※２) 3.0 0.50

※１　住宅等の居室とは、住宅の居室、下宿の宿泊室、寄宿舎の寝室、家具その他これ

に類する物品の販売業を営む店舗の売場をいう。

※２　換気について、表に示す換気回数の機械換気設備を設けた場合と同等以上の換気

が確保されるものとして国土交通大臣が定めた構造方法を用いるもの〔告示の第

1(0.7回/h相当)、第2各号(0.5回/h相当)、第3(0.3回/h相当)〕又は国土交通大臣の
認定を受けたものを含む。

④適用除外

以下の居室は、別途の基準等により判断するため、内装の仕上げの制限について適用除

外。

・一定の基準（令第20条の6第1項第1号ハ）に適合する中央管理方式の空気調和設備を

設ける居室（令第20条の5第5項）

・１年を通じて、居室内の人が通常活動することが想定される空間のホルムアルデヒド

の濃度を0.1mg/ｍ３以下に保つことができるものとして国土交通大臣の認定を受けた

居室（注：換気設備の基準も適用除外。）(令第20条の7)

(2) 換気設備の設置の義務付け（令第20条の6）

1.2  国土交通省告示関連

1)  第 1種ホルムアルデヒド発散建築材料（国土交通省告示第 1113号）

建築基準法施行令（昭和 25年政令第 338号）第 20条の 5第 1項第 3号の規定に基づき、

第一種ホルムアルデヒド発散建築材料を次のように定める。

第一種ホルムアルデヒド発散建築材料を定める件
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建築基準法施行令第 20 条の 5 第 1 項第 3 号に規定する夏季においてその表面積 1 平方メ

ートルにつき毎時 0.12 ミリグラムを超える量のホルムアルデヒドを発散するものとして国

土交通大臣が定める建築材料は、次に定めるもののうち、建築物に用いられた状態で 5 年以

上経過しているものを除くものとする。

一　次に掲げる建築材料

イ　合板（略）

ロ　木質系フローリング（略）

ハ　構造用パネル（略）

ニ　集成材（略）

ホ　パーティクルボード（略）

ヘ　ミディアムデンシティファイバーボード（略）

ト　パーティクルボード（略）

チ　木材のひき板、単板又は小片その他これに類するものをユリア樹脂、メラミン樹脂、

フェノール樹脂、レゾルシノール樹脂又はホルムアルデヒド系防腐剤を使用した接着

剤により面的に接着し、板状に成型したもの（略）

リ　ユリア樹脂板  

ヌ　壁紙（略）

ル　次に掲げる接着剤（略）

ヲ　次に掲げる保温材（略）

ワ　次に掲げる緩衝材（略）

カ　次に掲げる断熱材（略）

ニ　次に掲げる建築材料（施工時に塗布される場合に限る）

イ　次に掲げる塗料（略）

　   　 (１)　アルミニウムペイント（略）

(２)　油性調合ペイント（略）

(３)　合成樹脂調合ペイント（略）

(４)　フタル酸樹脂ワニス（略）

(５)　フタル酸樹脂エナメル（略）

(６)　油性系下地塗料（略）

(７)　一般用さび止めペイント（略）

(８)　多彩模様塗料（略）

(９)　家庭用屋内木床塗料（略）

(10)　家庭用木部金属部塗料（略）

(11)　建物用床塗料（略）

ロ　次に掲げる仕上塗材（ユリア樹脂、メラミン樹脂、フェノール樹脂、レゾルシノー

ル樹脂又はホルムアルデヒド系防腐剤を使用したものに限る。）

(１)　内装合成樹脂エマルション系薄付け仕上塗材

(２)　内装合成樹脂エマルション系厚付け仕上塗材

(３)　軽量骨材仕上塗材

(４)　合成樹脂エマルション系複層仕上塗材

(５)　防水形合成樹脂エマルション系複層仕上塗材
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　    　ハ　次に掲げる接着剤（略）

1.3  JIS A 6909-2003関連
1)  品質規定の追加

　　  内装用の仕上塗材には、ユリア樹脂、メラミン樹脂、フェノール樹脂、レゾルシノール樹

脂及びホルムアルデヒド系防腐剤のいずれをも使用してはならない。

2)  表示の追加

　　  内装用の仕上塗材で、ユリア樹脂、メラミン樹脂、フェノール樹脂、レゾルシノール樹脂

及びホルムアルデヒド系防腐剤のいずれをも使用していないものは、ホルムアルデヒド放

散による区分の記号（Ｆ☆☆☆☆）を表示する。

1.4  建築用仕上塗材と関連法規との係り

区分
ホルムアルデヒド

発散速度
仕上塗材の種類

JIS A 6909での
放散等級表示

居室への仕

上げの制限

第 1 種ホル
ムアルデヒ

ド発散建築

材料

0.12mg/㎡ h超

内装薄塗材Ｅ

内装厚塗材Ｅ

軽量塗材

複層塗材Ｅ

防水形複層塗材Ｅ

のうちユリア樹脂、メ

ラミン樹脂、フェノー

ル樹脂、レゾルシノー

ル樹脂又はホルムアル

デヒド系防腐剤を使用

したもの

̶ 使用禁止

第 2 種ホル
ムアルデヒ

ド発散建築

材料注１）

0.02mg/㎡ h超
0.12mg/㎡ h以下

̶ ̶ 面積制限

第 3 種ホル
ムアルデヒ

ド発散建築

材料注１）

0.005mg/㎡ h超
0.02mg/㎡ h以下

̶ ̶ 面積制限

内装薄塗材Ｅ

内装厚塗材Ｅ

軽量塗材

複層塗材Ｅ

防水形複層塗材Ｅ

のうちユリア樹脂、メ

ラミン樹脂、フェノー

ル樹脂、レゾルシノー

ル樹脂及びホルムアル

デヒド系防腐剤を使用

していないもの

な　し注１） 0.005mg/㎡ h 以
下

上記 5 種類以外の内装
用の仕上塗材

Ｆ☆☆☆☆ 制限なし

　注１）別途国土交通大臣認定制度により、第 2 種、第 3 種又は規制対象外とみなす大臣認定書

により運用可能。
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２．ホルムアルデヒド放散等級の自主表示とは

　建築用仕上塗材のうち、次の 5 品目でユリア樹脂、メラミン樹脂、フェノール樹脂、レゾルシ

ノール樹脂又はホルムアルデヒド系防腐剤を使用したものは国土交通省告示第 1113 号により第

1種ホルムアルデヒド発散建築材料とされています。

（１）内装合成樹脂エマルション系薄付け仕上塗材（内装薄塗材Ｅ）

（２）内装合成樹脂エマルション系厚付け仕上塗材（内装厚塗材Ｅ）

（３）軽量骨材仕上塗材（軽量塗材）

（４）合成樹脂エマルション系複層仕上塗材（複層塗材Ｅ）

（５）防水形合成樹脂エマルション系複層仕上塗材（防水形複層塗材Ｅ）

　したがって、これらの塗材は建築基準法施行令によって定められている居室に平成 15 年 7 月

1日から使用できなくなります。

ただし、ユリア樹脂、メラミン樹脂、フェノール樹脂、レゾルシノール樹脂及びホルムアルデ

ヒド系防腐剤のいずれをも使用していない製品は告示から除外されていますので、建築基準法の

適用を受けず面積制限なく居室に用いることができます。

この場合、図 2.1 に示すように JIS A 6909-2003 に基づく JIS 表示製品は、「内装用の仕上塗

材には、ユリア樹脂、メラミン樹脂、フェノール樹脂、レゾルシノール樹脂及びホルムアルデヒ

ド系防腐剤のいずれをも使用してはならない。」とする JIS の品質規定に適合していることにな

りますので、建築基準法の適用を受けません。

また、JIS A 6909-2003 に基づく JIS 表示製品には JIS の規定により必ずホルムアルデヒド放

散等級としてＦ☆☆☆☆マークも表示され、包装・容器等で建築関係者や消費者が確認すること

ができます。

しかし、JIS 表示のない製品にはＦ☆☆☆☆マークの表示ができませんので、日本建築仕上材

工業会では、ホルムアルデヒド放散等級自主表示規定に基づき「ユリア樹脂、メラミン樹脂、フ

ェノール樹脂、レゾルシノール樹脂及びホルムアルデヒド系防腐剤のいずれをも使用していない

製品」に、ホルムアルデヒド放散等級としてＦ☆☆☆☆マークを自主的に表示する制度を発足し

ました。

　このような自主表示は、当工業会ばかりでなく(社)日本建材産業協会、日本繊維板工業会、全

国天然木化粧合単板工業協同組合連合会、日本プリント・カラー合板工業組合、全国木材組合連

合会、日本フローリング工業会、日本複合床板工業会、日本防音床材工業会、日本壁装協会、日

本接着剤工業会、(社)日本塗料工業会等でも行われており、建築基準法では国土交通大臣認定に

よる表示や JISによる表示と同様に運用されます。

なお、建築基準法、建築基準法施行令及び国土交通省告示では「発散」という用語が用いられ、

JIS では「放散」という用語が用いられています。これらは実用上同義語ですが、本自主表示制

度では JIS を基本として審査・登録を行いますので、表示にあたっては「放散」という用語を用

いることとしました。また、前述の（１）~（５）以外の建築用仕上塗材については、告示での

対象とされていませんので、建築基準法の適用をうけることなく居室に面積制限なく使用するこ

とができます。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 登録品　　　　　　　  登録品以外

図 2.1　ホルムアルデヒド放散等級自主表示と JIS及び建築基準法関係法令等との係り

　

JIS A 6909-2003 に基づいて JIS
が表示されている製品

JIS A 6909-2003 に基づく JIS が
表示されていない製品

Ｆ☆☆☆☆表示義務
（JIS A 6909-2003）

日本建築仕上材工業会の自主表示
制度によりＦ☆☆☆☆表示可

製品にＦ☆☆☆☆表示がある
製品にＦ☆☆☆☆
表示がない

使用面積の制限なく居室に適用可
国土交通大臣認定品以外の製品
は居室への適用不可

内装薄塗材Ｅ、内装厚塗材Ｅ、軽量塗材、複層塗材Ｅ、防水形複層塗材Ｅ
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2003年 4月 1日　制定
日本建築仕上材工業会

（目　的）

第 1 条　この規定は、日本建築仕上材工業会（以下、工業会という。）が、ホルムアルデヒドに
よる室内環境汚染から居住者の健康への影響を軽減するために、居室に使用される塗材を対象と

してホルムアルデヒド放散等級の表示に関する審査を行い、安全な製品の供給を推進することを

目的とする。

（適用範囲）

第２条　この規定は、居室に使用される塗材のうち、ユリア樹脂、メラミン樹脂、フェノール樹

脂、レゾルシノール樹脂及びホルムアルデヒド系防腐剤のいずれをも使用していない製品に、ホ

ルムアルデヒド放散等級としてＦ☆☆☆☆マークを表示する場合に適用する。

（対象製品）

第３条　対象製品は、居室に使用される建築用仕上塗材のうち内装薄塗材Ｅ、内装厚塗材Ｅ、軽

量塗材、複層塗材Ｅ及び防水形複層塗材Ｅで、JIS A 6909（2003 年）表示製品を除くものとす
る。

（申請者）

第４条　申請者は、工業会の会員又は非会員を問わず、第 3 条に定める製品の製造業者又は販売
業者とする。

（申　請）

第５条　申請者は、申請製品毎に別紙「ホルムアルデヒド放散等級表示申請書」及び次の各号に

係る添付資料を工業会に提出する。

(1)　ユリア樹脂、メラミン樹脂、フェノール樹脂、レゾルシノール樹脂及びホルムアルデヒ
ド系防腐剤のいずれをも使用していないことを証する書面

　(2)  当該製品の品質管理に係る書面
　(3)　当該製品の使用方法を明記したカタログ、技術資料等
　(4)  誓約書

（申請費用）

第６条　申請の費用は、別に定める。

（審査委員会）

第７条　申請製品の審査を行う機関として、工業会内に審査委員会を設置する。

２　審査委員会の開催日は、審査委員長が定める。

（審査委員）

第８条　審査委員会の委員は、5人以上 8人以下とする。
２　委員のうち１人を委員長、若干名を副委員長とする。

３　委員長は、工業会の会長が指名する。

４　副委員長は、委員の互選による。

５　委員の任期は、2年とする。ただし、再任を妨げない。

（審査・登録）

第９条　審査委員会は、申請書類を審査し、申請製品が次の各号に該当する場合は、別紙「ホル

ムアルデヒド放散等級表示登録書」を申請者に発行する。なお、次の各号の一に該当しないと認

めたときは、その旨を申請者に通知する。

　(1)　申請製品に、ユリア樹脂、メラミン樹脂、フェノール樹脂、レゾルシノール樹脂及びホ
ルムアルデヒド系防腐剤のいずれをも使用されていないこと

matsumoto
タイプライターテキスト
ホルムアルデヒド放散等級自主表示規定

matsumoto
タイプライターテキスト
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　(2)　申請製品が適切に品質管理されていること
２　審査委員会は、申請製品の審査にあたって、必要に応じ第 5 条(1)~(3)に関連する書類の提
出を追加して求めることができる。

３　審査委員会は、申請製品の審査にあたって、申請者に提出された資料の説明を求めることが

できる。

（有効期限）

第 10 条　ホルムアルデヒド放散等級表示登録（以下、表示登録という。）の有効期限は、当該製
品の生産条件に変更があったとき又は取消しの日までとする。ただし、表示登録の日から 3 年に
なる前に審査委員会で表示登録内容の確認審査を行うものとする。

（表　示）

第 11条　表示登録を受けた製品の包装、容器等には、次の内容を表示する。
(1)  登録団体名：日本建築仕上材工業会登録

  (2)  登録番号
  (3)  ホルムアルデヒド放散等級区分：Ｆ☆☆☆☆
  (4)  製造者等名称
  (5)  問合せ先
  (6)  ロット番号
２　表示マークの様式は原則として次のとおりとする。ただし、文字のサイズ、文字のスタイル、

表示マークの大きさは特に定めない。また、製造者等名称及びロット番号は表示マーク以外の部

分に表示してもよい。

表示例－１　　　　　　　　　　　　　　　　　 表示例－２

日本建築仕上材工業会登録 日本建築仕上材工業会登録

登 録 番 号 ７桁の算用数字 登 録 番 号 ７桁の算用数字

放 散 等 級

区 分 表 示
Ｆ☆☆☆☆

放 散 等 級

区 分 表 示
Ｆ☆☆☆☆

製造者等名称 　 問 合 せ 先 http://www.nsk-web.org/

問 合 せ 先 http://www.nsk-web.org/

ロット番号 　

（表示登録の取消し）

第 12 条　審査委員会は、表示登録を受けた製品が次の各号の一に該当する場合は、当該製品の
表示登録を取消すことができる。

(1)  虚偽の申請が行われたことが、表示登録後に判明した場合
(2)　表示登録後に生産条件を変更し、工業会に届け出を行わなかった場合
(3) 苦情等により、当該製品にユリア樹脂、メラミン樹脂、フェノール樹脂、レゾルシノー

ル樹脂又はホルムアルデヒド系防腐剤のいずれかが使用されていることが判明した場合

２　表示登録が取消された製品は、同一製品名での再登録はできない。

（責　任）

第 13 条　表示登録を受けた者は、表示が誤認を生じるおそれのないよう注意しなければならな
い。なお、故意又は過失の有無に係らず、表示から生ずる一切の責任を日本建築仕上材工業会は

負わない。

（更　新）

第 14 条　表示登録後、生産条件を変更した場合は、速やかに変更届けを工業会に提出し再審査
を受けなければならない。
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（情報提供）

第 15 条　工業会は、表示登録された製品名、会社名、登録番号、会社連絡先をホームページ等
で公表し、広く情報提供する。

（秘密保持義務）

第 16 条　審査委員会の委員及びこれに係る工業会の職員は、この規定に基づく表示登録業務に
関して知り得た情報を漏らし又は自己の利益のために使用してはならない。

（規定の改正）

第 17条　この規定は、工業会役員会の承認を経て、必要に応じ改正することができる。

（雑　則）

第 18条　この規定に定めのない事項は、工業会役員会の承認を経て、会長が定める。

（附　則）

第 19条　この規定は、2003年 4月 3日より施行する。
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ホルムアルデヒド放散等級表示申請書

平成　　年　　月　　日

日本建築仕上材工業会

会長　 中神 章喜　    　  　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請会社名　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印

　

日本建築仕上材工業会「ホルムアルデヒド放散等級自主表示規定」第 9 条による審査・登録を
受けたいので、同規定第 5 条により下記のとおり申請します。この申請書及び添付資料に記載の
事項は、事実に相違ありません。

記

１．表示登録を受けようとする製品

一　般　名：

商　品　名：

２．添付資料

　(1)  　　　　　　　　　　　　　　　　　　  (4)

　(2)                                          (5)

  (3)                                          (6)

３．申請者概要

　申請者区分：　（　　　会員　　　　　非会員　　　）

　申請者業種：　（　　　製造・販売業　　　　　製造業　　　　　販売業　　　）

　連　絡　先：　部 署 名

　　　　　　　　氏 　 名

　　　　　　　　電 　 話

　　　　　　　　Ｆ Ａ Ｘ

　　　Ｅメール
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ホルムアルデヒド放散等級表示登録書

　　　　　　　　　　　殿

平成   年   月   日

日本建築仕上材工業会

会長　 中神　章喜　　  　  

日本建築仕上材工業会「ホルムアルデヒド放散等級自主表示規定」第 9条により、

下記のとおりホルムアルデヒド放散等級表示登録を行ったので、同規定第 11条によ

る表示を認める。

記

１．商品名

２．ホルムアルデヒド放散等級

　　Ｆ☆☆☆☆

３．登録番号

４．適用年月日

平成　年　月　日からの製造品に適用する。




